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おわりに
はじめに
　本稿は，日本の自動車メーカーと電機メーカーの生産システム比較を通じて，両者の違いを生
み出している要因を探るための試論である。その際に，生産システムの市場適応力という問題を
軸に考察を進めていく。
　ここでいう市場適応力というのは，需要変動に対する柔軟な適応力という意味である。生産シ
ステムの一般的な競争力指標である，品質・コスト・納期の中の「納期」と外部環境変化との関
係に注目し，需要変動という環境変化に対して納期を犠牲にしない能力のことを適応力と本稿で
は定義する（富野［2006a］，富野［2006b］）。狭義のフレキシビリティ（柔軟性）概念と言い換
えることもできる。このフレキシビリティという概念は，言葉それ自体が非常に多義的で曖昧な
ため，慎重な使用が必要である。軸を据えた議論を行わないと錯綜したものになってしまう恐れ
がある。本稿では，Suarez／Cusumano／Fine［1991］の主張を参考に，フレキシビリティ概念
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の整理を行う。そのうえで，富野［2006a］で示した生産システムの適応力を図る指標を軸にし
て，自動車産業と電機産業の市場適応力に関する比較分析を行う。
1　フレキシビリティという概念
1．フレキシビリティ概念の明確化
　生産システムのフレキシビリティ向上が企業の競争力にとって重要だという認識には，研究者・
実務家双方において異論はないであろう。しかしながら，フレキシビリティの重要性に関する共
通認識はありながらも，実はフレキシビリティそのものをどのように定義するのかという点にお
いては，論者の間で一貫しているとは言えない。その大きな理由が，フレキシビリティというの
は複数の競争次元の相互関係から導き出される多面的かつ相対的な概念であるということであろ
う。
　一般的に，生産システムの競争力を測る指標として，品質（Quality），コスト（Cost），納期
（Delivery）が挙げられることが多いが，大きく定義すれば，フレキシビリティというのは，こ
れら3つの指標と企業内外の環境との関係に他ならない。様々な環境変化に対して，品質・コス
ト・納期の変動をいかに防ぐことができるのかという力がフレキシビリティだと言える（藤本
［2001］）。
　Suarez／Cusumano／Fine［1991］［1995］は，広範な文献レビューを行いながら，フレキシビ
リティに関する議論に必要なのは（つまり，これまでそれほど明確でなかった側面は），①複数
のフレキシビリティのタイプの区別，②企業（あるいは，事業部・工場単位）の戦略的ポジショ
ニングと目標，③機械自動化（FMS：Flexible　Manufacturing　System）によるフレキシビリ
ティ向上（flexible　automation）との区別，④フレキシビリティ・効率性・品質のトレードオ
フ関係，の4つの概念を包括的に捉えることであるとしている。特に指摘③のように，これまで
のフレキシビリティ研究は，FMSのような生産技術的な観点から行われることが多かったと述
べている。
　そこで生産のフレキシビリティのタイプを，①品種（Mix）のフレキシビリティ，②新製品
（New　product）のフレキシビリティ，③量（Volume）のフレキシビリティ，④納期（Delivery
time）のフレキシビリティの4つに分類している。
　①品種のフレキシビリティ：同時間内に異なる種類の製品を生産できる能力
　②量のフレキシビリティ：予期せぬ需要変化に対応するため，短期間に全生産量と品種を変
　　更できる能力
　③新製品のフレキシビリティ：市場投入品種数の増減に対応できる能力
　④納期のフレキシビリティ：消費者の注文から納品までの時間を短縮できる能力
　そのうえで，これら4つのタイプのフレキシビリティ向上の必要性に影響を与える要因として，
製品戦略，競争相手の行動，需要の特性，製品ライフサイクル，最終製品の特性があると指摘す
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表1　タイプ別のフレキシビリティが必要となる要因
製品戦略 競争相手の特徴 需要特性 製品ライフサイクル 最終製品の特性零
品種のフレキ ・カスタム市 ・フルライン ・差別化された消費 ・導入期 ・標準化され
シビリティ 場向け戦略 の競争相手 者 ・製品差別化へと移 ていない
・フルライン ・代替品を持 ・高付加価値な補完 行したライフサイ ・複雑かつ多
戦略 つ競争相手 製品がある クル後期
?
新製品のフレ ・技術集約的 ・革新的な競 ・求められる製品特 ・ドミナントデザイ ・技術集約的
キシビリティ な市場 争相手 性が成熟しておら ン登場前の導入期 ・競争が激し
・流行的な市 ず，需要が不明確 もしくは流動期 い
場 ・需要動向の変化が ・不連続期（ライフ
速い サイクル後期が多
い）
・競争が製品差別化
へと移行した他の
期間
量のフレキシ ・需要変動が ・競争相手の ・不安定な需要 ・需要の伸びが最高 ・需要変動が
ビリティ 大きい産業 生産動向の 潮に達した転換期 大きい
予測が困難 ・大きな変革が必要
になった不連続期
納期の7レキ ・高価格品市 ・強い販売力 ・時間に敏感な消費 ・品種，製品特徴， ・最終製品を
シビリティ 場を除いた， による迅速 者 もしくはコスト 生産してい
ほとんどの な市場適応 （生産量）による る企業が
ケース を行う競争 差別化では不十分 JIT生産を
相手 な段階 行っている
’中間財の生産者に限る
出所：Suarez／Cusumano／Fine［1991］
る（表1）。
　つまり，Suarez／Cusumano／Fine［1991］の主張は，フレキシビリティのタイプには様々な
ものがあり，それぞれの企業や事業部が置かれている状況に応じて求められるフレキシビリティ
が異なるということである。例えば，高価格品（high－end）市場での競争を企業が選択した場
合には，低価格品（low－end）に比べて，より厳格な製品のカスタマイズ能力が要求されるとし
ている。換言すれば，当該企業（あるいは事業部，工場）にとってのフレキシビリティの優劣は，
各種内外環境との関係を考慮しながら相対的に捉える必要があるということである。自社の競争
力向上にとって必要なフレキシビリティ（need　for　flexibility）に対して，自らが発揮するフレ
キシビリティ（implementation　of　flexibility）の適合（fit）を目指すことが大切だと述べる。
　これまでのフレキシビリティについての議論では，総じて単純にフレキシビリティを向上させ
ることが競争力に繋がるという単線的な傾向が見受けられたが，企業にとって重要なのは，求め
られるフレキシビリティの違いに応じた条件適応的な対応であるという。筆者も，富野［2006c］
において，日本の自動車メーカーのケースを用いながら，同様な見解を示した。
　さらに，Suarez／Cusumano／Fine［1991］は，過去のフレキシビリティ研究の欠点（とりわ
け実証研究分野において）として，フレキシビリティの測定指標そのものの欠如を挙げている。
次に，この問題について述べていこう。
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2．フレキシビリティの指標
　すでに述べたように，フレキシビリティの概念は，ある指標と指標との間の対応関係から導き
出されるものである。したがって測定する際には，その視点を定めることが必要となる。そこで
本稿では，冒頭で述べたように納期と需要変動との関係に焦点を据えたうえで，フレキシビリティ
の測定という問題について議論を進めていく。
　富野［2006a］では岡本［1995］に倣い，製品の生産計画作成プロセスを軸にして，市場適応力
（フレキシビリティ）という概念を，具体的に操作可能なものへと置き換える作業を行った。企
業が製品をある一定の期間に生産する際に策定するのが生産計画である。通常，製品の生産を行
うには，生産計画の策定に要する時間，資材や部品の購買，および人員や設備などの事前手配が
必要となるため，生産計画はある程度の時間的先行性を持って策定される。生産に先立って生産
計画を策定する際，その時点での需要予測値が計画の前提となる。当然，対象となる生産計画期
間に計画の策定時期が近いほど，つまり実際の製造開始に対する先行期間（以下，「計画先行期
間」と呼ぷ）が短いほど需要予測の精度は高くなるため，計画の策定時期は可能な限り遅いほう
が望ましい。同時に，対象となる生産計画期間（以下，「生産計画ロット」あるいは単に「計画
ロット」と呼ぷ）の縮小化も必要となる。つまり，短い計画先行期間と小さな生産計画ロットの
設定という2つがフレキシビリティ向上には欠かせない。そこでは，①生産計画先行期間を可能
な限り短縮し，②対象生産計画ロットを縮小するという2つのポイントが需要変動への適応力を
規定する重要な要素を成す（図1）。この2つの値（先行期間と生産計画ロット）が小さければ
小さいほど，生産計画を需要変動に応じて小刻みに修正できるわけであるがら，ひとまずはフレ
キシビリティが高いと評価できる（岡本［1995］，浅沼［1997］）。
轟・・L・・…
　　　　　　　　　短一請↑
需要変動への適応
図1市場適応力の操作化
3．フレキシビリティ向上に影響を与える要因
　それでは，フレキシビリティの向上を図るために企業に求められることは，言い換えればフレ
キシビリティ向上に影響を与える要因とは何であろうか。Suarez／Cusumano／Fine［1991］は，
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生産技術（Production　Technology），生産管理技法（Production　Management　Techniques），
製品開発プロセス（Product　Development　Process），作業能力と訓練（Workforce　Skills＆
Training），労務管理思想（Labor　Policies），サプライヤーおよび流通業者との関係（Suppli－
ers＆Distributors　Relationship），会計と情報システム（Accounting＆Information　Sys－
tems）であるとしている。
　富野［2006a］で指摘したフレキシビリティ向上に欠かせない2つの要素（計画先行期間と計
画ロットの縮小）の中でも対象生産計画ロットを縮小するためには，第1に製造現場において生
産効率を高める取り組みが必要となる。ここでは段取り換え時間の短縮，FMSの導入など，生
産技術と生産管理技法の改善が大きな鍵を握っている。
　それと同時に資材や部品の効率的な購買管理体制の構築が欠かせない。Suarez／Cusulhano／
Fine［1991］も，フレキシビリティを左右する要因として，サプライヤーおよび流通業者との関
係（Suppliers＆Distributors　Relationship）を挙げている。と『りわけ日本の自動車や家電製
品などの加工組立型製品のように，数多くの部品を外部企業（部品サプライヤー）からの調達に
頼っている場合にはそうである。ここでいう効率的な購買管理とは，端的に言えば，当該部品や
資材が必要な時に，必要量だけ確保できるということである。いわゆるジャスト・イン・タイム
の購買である。しかし，これはそれほど容易な作業ではない。というのも，サプライヤーが部品
や資材を生産し出荷を準備するのにある程度の時間を要するからである。具体的には，サプライ
ヤー側が当該部品の生産計画を策定し，生産加工を行い，それをメーカーまで運搬するのに要す
るリードタイムが必ず存在する。そのため，部品の調達（発注から納品まで）には必ず一定のリー
ドタイム（購買リードタイム）が必要となる。この購買リードタイムの値をどのように設定でき
るのかというのが，生産システムの市場適応力を図る上では重要となる（図2）。当然，サプラ
イヤーにとって時間的余裕を持った生産活動を展開するためは，メーカーの設定する購買リード
（メーカー）
（サプライヤー）
　　????
購買リードタイム
計画リードタイム
??〕?
?
納
　　　　　　　　　納入リードタイム
洲・…t@　－　一一L…．…　一一生産リードタイム　　　　　　　運送リードタイム
納入リードタイム：部品サプライヤーがメーカーから発注を受け、部品を納入するまでの時間
計画リードタイム：生産計画を策定し生産準備を行うために必要な時間
生産リードタイム：生産を開始し、実際に完成部品ができあがるまでの時間（在庫滞留時間と
　　　　　　　　正味加工時間の合計値）
運送リードタイム：完成部品がメーカーに届けられるまでの輸送時間
図2　購買リードタイムの規定要因
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タイムは長いほうが都合がよい。メーカーは，ただ一方的に購買リードタイムを短縮すればよい
わけではないところに，購買管理の難しさがある。
　ここで注目しなければならないのは，メーカーとサプライヤーの中に流れる時間サイクルの長
さが異なるという点である。メーカーは，短い計画サイクルを求め，サプライヤーは長い生産サ
イクルを求める。この両者のギャップをどこまで解消できるのかという点が，フレキシビリティ
向上を図る上での焦点の1つと言ってもよい。それを実現するための重要なポイントは，富野
［2006a］で述べたように，大きく次の3つである。
　①部品サプライヤーの生産工程の改善を図る
　②部品サプライヤー側に生じる在庫リスクを軽減する
　③部品の運送リードタイムを短縮する
　第1に，サプライヤーの工程改善によって部品生産そのものに要する物理的なリードタイムを
短縮できればよい。第2に，短い購買リードタイムを設定することによって部品サプライヤー側
に生じる在庫リスクを可能な限り軽減することである。そのためには，メーカー・サプライヤー
間での情報共有などが必要となる。第3に，運送に要するリードタイムを短縮することである。
　次にここまでの議論をもとに，日本の自動車メーカーと電機メーカーの事例を用いながら，購
買リードタイム短縮の問題を含め，生産システムのフレキシビリティに関する産業間比較を行っ
ていく。
ll　自動車産業と電機産業の比較分析
1．産業間のフレキシビリティの違い
　先述したように，本稿では生産システムの需要変動への適応力（フレキシビリティ）の尺度を，
生産計画の対象範囲の大きさと，その時間的先行性に求めてきた。これにしたがい，日本の自動
車企業と電機企業のケースとを比較すると，日本の自動車企業と電機企業ではフレキシビリティ
の違いがあることがみてとれる。
　筆者は，富野［2006c］の中で，日本の自動車メーカーの生産計画と購買計画の策定プロセス
について報告を行った。それによれば，日本の自動車メーカーは，多少の違いはあるにせよ1日
の生産計画ロットと3～5日の計画先行期間を達成していた。それに対して，富野［2006b］で報
告した日本を代表する電機メーカーの場合は，1週間単位での計画ロットと約1週間の計画先行
期間である。それも1999年頃から取り組んだシステム改革以前には，1ヶ月単位での計画サイ
クルが基本であった。
　これらの静態的な事実観察からも，日本の自動車産業と電機産業をひとくくりにして，いわゆ
る「日本的なフレキシブル生産システム」という枠内に収めるにはやや無理がありそうである。
加えてフレキシブル生産を支える生産現場におけるフレキシビリティ（生産技術的な側面）の実
態についても，セル生産が目指す1個流し生産や段取り替え時間の短縮など，有名なトヨタ自動
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車の生産方式を語る際には鍵となる取り組みが，電機メーカーにおいては今日盛んに試行されて
いる（富野［2006b］）。この問題に関して，日本の電機企業における生産現場改革について調査
を行った都留／伊佐［2001］は，次のように指璋している。
「TPS（注：トヨタ生産方式一富野）は従来，日本の産業全体で広く用いられていると考え
られてきたが，われわれの調査結果は，この通念が正しくないことを示唆している。実際，
TPSの自動車産業以外での普及は，セル生産方式やこれと関連する生産革新という形であ
るにせよ，まだ始まったばかりである」（1｝。（80～81ページ）
　ただし，両産業間の生産システムのどちらが仕組みとして優れているか，フレキシビリティを
持っているのか，インパクトを持っているのかというような議論それ自体にはそれほど意味はな
い。Suarez／Cusumano／Fine［1991］が指摘するように，企業が追及するべきフレキシビリティ
は，製品戦略，競争相手の行動，需要の特性，製品ライフサイクル，最終製品の特性などとの関
係から導き出さなければならない。フレキシビリティの優劣は，相対的な尺度で判断する必要が
ある。岡本［1995］は，第9章において，産業間（自動車，鉄鋼，半導体）に存在する生産シス
テムの需要変動への適応力の違いを生み出す要因を，生産技術上の制約とマーケット・パワー
（メーカー同士の力関係や当該市場におけるメーカーとユーザーとの力関係）の2つを軸に整理
し，産業ごとの生産システム（生・販統合システム）の類型化を行っている。以下では，購買管
理の側面から考察を進めていきたい。
2．購買リードタイムへの注目
　上述したように，生産システムの需要変動への適応力に影響を与える要因の1つが，メーカー
の購買管理体制の側面である。この購買管理の精緻さを図る指標が購買リードタイムの長さであっ
た。これに関して，自動車メーカーと電機メーカーでは違いを確認することができる。富野
［2006c］で取り上げた自動車メーカーの場合，ほぼ全ての部品の購買リードタイムは2～3日以
内に収まっていたのに対して，総じて電機企業はそれよりも長い。数週間を要する部品も存在す
る。この購買リードタイムの長さが，電機企業の生産計画策定の短サイクル化を困難にしている
という状況が存在していた。同時に自動車産業でよくいわれるジャスト・イン・タイム的な部品
納入の仕組みが確実に構築できているわけではない。次に，この違いを生み出している要因につ
いて考えていこう。まだパイロット調査段階での試論であるが，需要予測の精度とサプライヤー・
（1）都留／伊佐［2001］（76ページ）は，電機産業において現在になってこのような取り組みが行われる
　　ようになった理由について，①トヨタ生産方式に関する教科書が抽象的で自動車産業以外の実務化には
　実践に向かなかった，②開発や設計技術偏重，③「良いものを作れば売れないのがおかしい」という技
　術的な発想の根強さ，④「自主研」のような自動車産業内には存在する現場スタッフの交流の場が産業
　　間では最近まではほとんどなかった，等の点を指摘している。最近，筆者が調査した日本の電機メーカー
　　においても，トヨタ生産方式の導入が始まったばかりであった。
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システムの構造上の問題が重要であると思われる。
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　（1）需要予測の精度の問題
　メーカーがジャスト・イン・タイムでの部品購買を目指し，購買リードタイムを短縮していっ
た場合，重要な点は，購買リードタイムとサプライヤー側に必要なリードタイムの合計値との間
の乖離期間（リードタイム・ギャップ）が，サプライヤーにとって見込み生産の期間に相当する
ということである（図2）。つまり多くのサプライヤーは，発注時点よりも前倒しで見込みで生
産を始めているため，仮にメーカーが事前に提示した予定購買計画と後の確定発注数量との間に
大きな乖離が生じた場合，サプライヤーの部品在庫負担が増すか，納期の遅延という事態が生じ
てしまう。したがって，メーカーにはこの乖離幅を可能な限り抑えることが求められる。当然，
事前に提示する購買計画の基本データとなるのは完成品の需要予測値であるため，需要予測の精
度をいかに高めるのかという点が購買リードタイムの設定において重要な鍵を握っており，1つ
にはこのことが両産業の相違を説明する。結論を先取りすれば，自動車産業は電機産業と比べて
相対的に需要予測の精度を高めやすい要因を内包しており，それ故に短い購買リードタイムの設
定が可能となっている側面があるのではないかと考えている。需要予測に影響を与える要因は以
下の2点が重要である。
　第1に，家電製品は，自動車と比較した場合モデルチェンジサイクルが極めて短い。富野
［2006b］で取り上げた電機メーカーが生産するオーディオ製品などでは，短いもので2～3ヶ月
であるといわれる。いわゆる家電製品なども，一般的な自動車のモデルチェンジ4年サイクルと
比較すると遥かに短い（表2）。さらにエアコンなどの製品の場合，気温の寒暖による季節性に大
きく需要が左右される（2）。このように自動車と家電製品を比べた場合，家電製品の方が需要が短
期間で変動する傾向が強く，需要予測を行うことが相対的に困難であることが予想できる。した
がって事前にサプライヤーに提示する予定購買計画の信悪性という点において電機企業は自動車
企業よりも劣る可能性が高く，短い購買リードタイムを容易には設定できないと推測される。
表2家電製品のモデル数とモデルチェンジサイクルの動向
製品モデル数 モデルチェンジサイクル
1992年3月 1993年12月 1992年3月 1993年12月
テ　レ　ビ 211 215 12～13ヶ月 16．6ヶ月
V　T　R 97 65 9～10ケ月 17．4ヶ月
洗濯機 127 94 18ケ月 18．3ヶ月
掃除機 103 73 11ケ月 16．7ヶ月
注：上記のデータは家電メーカー10社を対象とした通商産業省による調査の結果である。
出所：中小企業庁［1995］
　　　　、
（2）　もちろん，自動車産業にも需要の季節変動があり，例えば，ボーナス月や春先に需要が急増すると言
　われる。
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　第2に，自動車の販売は一般にはいわゆる系列ディーラーを通じてなされるため，市場の需要
動向に関する情報が自動車メーカーへと随時伝わる。それに対し，電気製品の販売情報は容易に
は電機メーカー側に伝わらない。例えば大手家電量販店などの小売企業は電機メーカーへ販売情
報を積極的に開示することはしない傾向が未だに根強いという③。こういった情報入手に関する
障壁が，電機企業の需要予測の精度に大きく影響を与えていることは確かであろう。
　購買リードタイムを削減するためには，部品サプライヤー側に生じる在庫リスクを削減するこ
とが必要であると述べたが，電機産業ではこのことが相対的に難しいが故に，自動車産業と比較
するとフレキシビリティが低下する側面があると考えられる。
　②　サプライヤー・システムの構造上の問題
　両産業間の購買リードタイムの長短に影響を与えているもう1つの要因がサプライヤー・シス
テムそれ自体の構造上の問題を挙げることができる。日本の自動車・電機両産業のサプライヤー・
システムは，少数の大手完成品メーカーを頂点に多数のサプライヤーを多層的に抱えるピラミッ
ド型の特徴を持った構造であることはよく知られている。しかし，その実態を注意深く観察して
みると電機産業のサプライヤー・システムの分業構造は自動車産業のものとは異なっていること
が分かる。
　まず完成品メーカーと直接取り引きのある1次部品サプライヤーの企業規模の違いを指摘でき
る。自動車産業の場合，1次サプライヤーはその多くが平均従業員数でも1，000人を超えるよう
な大企業や上場企業であるω。それに対して電機産業の場合は，サブアッセンブリー部品の加工
などを請け負う資本金1億円未満の中小企業が1次サプライヤー企業群の大勢を占める。したがっ
て自動車産業と比較した場合，全体的に小規模な企業で構成するピラミッド型の構造となってい
る（図3）。したがってそのような小規模なサプライヤーに対して，電機メーカーが自らの生産
サイクルの短縮化を進めるために短い購買リードタイムを容易には設定できないという状況が生
じていると思われる。例えば，サプライヤーの生産リードタイムを短縮する技術能力や部品在庫
の負担能力といった点においても，自動車産業のサプライヤーと比べると劣っている可能性が高
いo
　さらに完成品メーカーとサプライヤーとの結びつきの強さという側面についても，自動車産業
と電機産業では異なっていることが予想できる。日本の自動車メーカーは，部品サプライヤーの
生産工程改善に関して，精緻な評価と技術指導を行う。例えば，トヨタが部品サプライヤーの協
力会である「協豊会」や自社内の生産調査部などを通じた生産技術指導を積極的に行っているこ
とはよく知られている（佐武［2001］，真鍋［2002］）。
（3）小売企業のこういった傾向は，今日の電機メーカーの生産システム改革の動きに呼応するように変わ
　　りつつある。逆に大手量販店などの小売企業が自社の在庫に対する意識を最近急速に高めたという背景
　　が存在し，そのことが電機メーカー側に生産システムのフレキシブル化を促したという動きもある。
（4）　ただし自動車産業においても2次・3次以下のサプライヤーに関しては，従業員100人未満の中小企
　業が多くみられる（藤本他［1994］，藤本他編［1998］）。
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（自動車産業）
資本参加，役員派遣
経営指導，協力会
自動車メーカー
1次サプライヤー
2次サプライヤー
3次以下サプライヤー
平均従業員数．1200人
設計力あり，取引先多数
平均従業員数：70人
設計力小さい，取引先やや多数
平均従業員数．10人
設計力なし，取引先限定的
注：ここでは単純化のため，自動車メーカーは1社のみとなっているが，実際には1次サプライヤー，
　　2次サプライヤーは多数の自動車メーカーと取引関係を持っている。
資料：「神奈川県自動車関連工業アンケート調査」1992年9月
出所：藤本／武石［1994］図3－12より筆者作成
（電機産業）
関係希薄
電機メーカー
1次サブライヤー
2次サプライヤー
3次以下サプライヤー
平均従業員数．132．2人
売上高　44．3億円
平均従業員数　49．2人
年売上高　1L2億円
平均従業員数：33．4人
年売上高’3．0億円
資料：中小企業庁「加工組立型産業実態調査」1994年12月
出所：中小企業庁［1995］第3－2－66図より筆者作成
　　　　　　　　　　図3　サプライヤー・システムの構造の違い
　このように日本の自動車メーカーとサプライヤーとの結びつきは非常に堅固（長期・緊密）で
ある。それに対して電機産業の場合は，メーカーとサプライヤーとの結びつきは相対的に弱いと
いえる。その事実は，浅沼［1997］の次のような指摘からも伺うことができる。
「この産業（電機産業一富野）では，前に言及・した協豊会のような，会社に対するサプライ
ヤー群の大部分を組織する包括的な会をみいだすことがむずかしい。さらに，1つの注目す
べき事実は，各中核事業所のレベルにおいてさえも，その事業所に対するサプライヤー群の
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　大多数をメンバーとして含んでいるような会が組織されていないことである。（中略）電気・
　電子機器産業における各中核事業所に対する第1次層のサプライヤーのうち一部分は，その
　中核事業所と長期的関係を保持しているように思われるが，それは明らかに，第1次層のサ
　プライヤーの全部に対して当てはまるわけではない。このことは，自動車産業の場合と比べ
　ると，顕著な相違となっている」。（206～207ページ）
　以上のように，電機産業においてはメーカーとサプライヤーとの関係は自動車産業と比べると
やや希薄であることが予想できる（5）。自動車産業のように，メーカーによるきめ細かな技術指導
も行われていない。したがって，サプライヤーの生産工程改善というのが，購買リードタイムを
削減する手段の1つであるが，これに関しても容易くはないだろう。このように，サプライヤー
システムの構造的特徴（1次サプライヤーそれ自体の規模と関係性）ゆえに，短い購買リードタ
イムの設定を可能にするような取り組みが自動車産業ほど容易には実行できないことが示唆され
る⑥。
皿　電機企業の購買管理精緻化とSCM
1．IT発展との関係
　ここまで電機産業と自動車産業の比較を行い，生産のフレキシビリティの面においても購買管
理の面においても相違が観察できることを指摘し，その違いを生み出している主要な要因につい
て考察を行ってきた。電機産業においては，需要予測の精度を高めることが相対的に困難である
のと同時にサプライヤー・システムの構造上の問題が重なり，購買リードタイム短縮に際しての
障壁となっていた。しかし現在，これらの問題が徐々に解消されつつあり，電機企業がシステム
改革に取り組んでいるのも事実である（富野［2006b］）。次に，このような改革を可能にした重
要な要因の1つである1990年代のIT（情報技術）の急速発達という問題について少し触れてお
きたい。
　〔1）需要予測の精度向上
　繰り返しになるが，電機産業は自動車産業に比べて需要予測が相対的に困難であると予想でき
るが，その需要予測の精度を向上させる精緻な需要予測ソフトや生産管理ソフトが近年になり開
発されてきている。同時に，近年のコンピュータによる処理スピードの高速化と相まって，それ
らのソフトが実用に耐えうるレベルにまで達している。
（5）　自動車産業と電機産業のサプライヤー・システムの構造上の相違については，中小企業庁［1995］や
　永井［1990］においても指摘されている。
（6）　電機産業のサプライヤー・システム自体の構造が，これまで生産システムと購買管理のフレキシブル
　化を進める上で障壁になっていたという点については，筆者の聞き取り調査においても確認されている。
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　（2｝サプライヤーとの情報共有の伸展
　さらに上述のサプライヤー・システムに付随する問題に関しても，ITの発達が状況を少しず
つ変えつつある。例えば，富野［2006b］で取り上げた電機メーカーは，発注業務の効率化と情
報共有を進めるためにEDIによって部品サプライヤーとを結ぷ場合，これまでは町工場のよう
な規模の小さな部品サプライヤーに関しては，設備投資費・運用コスト・運用技術等の関係上，
導入が困難であった。しかし現在のインターネットの発達により，比較的安くEDI化を進める
ことができるようになった。それによりメーカー・サプライヤー間で様々な情報共有が一気に進
み購買リードタイムの短縮化に大きく寄与したのである。
　ただし，このように述べるとITによって全てが解決できるかのような主張をしているかのよ
うな印象を与えるかもしれないが，重要なのは「電機産業がこれまで，なぜ購買リードタイムを
短縮できなかったのか」というロジックである。ITを活用することによって，購買管理が抱え
るどのような問題が克服できるのかという側面の理解が不可欠であろうω。
2．サプライチェーン・マネジメントとの関係
　近年，サプライチェーン・マネジメント（SCM）と呼ばれる管理手法に関心が高まりつつあ
り日本企業においても盛んに導入を進められていると言われている⑧。しかしながら，この
SCMという言葉自体，その定義がはっきりしていない（Harland，　C．　M．［1996］，　Bechtel／
Jayaram［1997］，　Cooper，　et　al．［1997］）。解釈の仕方によって，様々な捉えられ方をしている。
狭義には，MRP（資材所用量計画）・JIT（ジャスト・イン・タイム）などに代表される生産管
理・在庫管理手法の進化モデルであるとするものから，広義には企業間関係のあり方までも視野
に入れたものまで多様である。ただし，いずれの場合にも，「資材・部品の調達から完成品の販
売にいたるまでのモノと情報の流れを，小売り・卸・製造業・部品サプライヤーの各企業間（サ
プライチェーン）全体で統合的に管理し，不確実性の高い市場変化に機敏に対応し全体最適を目
指す」（藤野［1998］）という大きな概念は共通している。SCMそれ自体の概念の検討について
は本稿の範囲を超えるためここでは行わないが，若干の意見を述べておきたい。
　富野［2006b］で取り上げた電機メーカーも，「現在試みている生産システム改革は，　SCMの
実現に向けた取り組みである」という認識を持っているようであり，聞き取り調査の際にも，担
当者はSCMという言葉を実際に使用していた。ただしこのSCMは本質的には，トヨタ自動車が
構築してきた生産システムにおける様々な手法が主に欧米諸国で体系化・標準化され，それをIT
によって武装化し日本に逆輸入されてきたものという見方がある（伊佐／アレクサンダ［2001］）。
そういう意味でこれらの意見は，上述したように電機企業がITの急速発達によって従来の購買
（7）　例えば，呉／藤本［2001］は，部品取引の形態や部品特性との関係の中で，選択されるべき情報技術
　が異なってくると主張する。
（8）例えば，伊佐田／小林［2001］，Simchi－Levi，　et　al．［2000］，藤野［1999］，山下他編［2003］など参
　照。
　（437）　　　　　　　　　　生産システムの産業間比較に関する試論　　　　　　　　　　　　47
管理上の困難が徐々に解決できるようになり，それが生産システムのフレキシブル化を促したと
いう状況と一致しているといえよう。
　ただし，このSCMという問題を論じる際に重要であろうと筆者が考えているのは，フレキシ
ビリティ論と同様に，産業特性の相違というものを視野に入れて，現在のSCMブームの観察お
よび考察を行うべきであろうということである。このことは自明のことではあるが，盛んに
SCMの導入を語っているビジネス誌や書籍では意外なほど見逃されていることのように思える。
　例えば，製造業のSCMに関する先進事例の1つとして，頻繁に取り上げられるデル・コンピュー
タ（以下，デルとする）が構築している仕組みがある。しかし，ここで重要なのは，いわゆるオー
プン・モジュール型の製品アーキテクチャ（9）が支配するパソコン産業に属するデルの場合は，
SCMの構築が比較的容易なのではないだろうかということである。パソコンを構成する部品は，
特にデスクトップパソコンに関しては，規格の標準化が非常に進んでいる。デルが構築している
生産体制では，デルは顧客の注文を受けてから部品サプライヤーの倉庫に部品を必要なときに必
要量だけ発注する。その後，部品は数時間おきにデルの組み立て工場にJIT納入され，1日で組
み立てられ出荷される。これは，各種部品の標準化が高いレベルで進んでいるからこそ構築でき
る仕組みである。しかし，家電製品の場合は，技術が成熟しているわけではないため，パソコン
のようには部品の標準化が容易には進めにくく，必ずしもデルのような仕組みを即座に構築でき
るわけではない。SCMの問題については，このような製品特性を勘案し，産業特性の相違を視
野に入れた複眼的な考察が必要となるであろう。
おわりに
　本稿では，生産システムのフレキシビリティという問題を軸に，自動車産業と電機産業間での
システム比較を試みた。その際，第1に「フレキシビリティ」という言葉そのものの蓋然性を排
除することの必要性を指摘し，概念整理を行った。そこで導き出される重要なポイントは，フレ
キシビリティの向上が単純に企業の競争力に繋がるわけではないという点である。フレキシビリ
ティの優劣は，QCDなどの競争力指標と企業内外を取り巻く環境変数との関係から相対的に捉
えなくてはならない。したがって，ある企業や工場の競争力に欠かせない特定のフレキシビリティ
の向上が，違う企業においてはそれほど意味を成さない場合がある。その識別を明確にすること
が，フレキシビリティ論の精緻化には必要である。
　第2に，フレキシビリティの高低を図るためには，指標を定めなければならない。本稿では，
納期に関するフレキシビリティに焦点をあて，その指標を生産計画の策定サイクルの長さに求め
（9）製品アーキテクチャとは，製品を構成している部品の分割の仕方と，それぞれの部品にどのような機
　能を割り当て，部品間の繋ぎ目をいかに設計・調整するのかという基本的設計思想のことである
　　（Ulrich［1995］，藤本他編［2001］など）。藤本／葛［2000］は，自動車部品取引のケースを通じて，
　製品アーキテクチャ的特性が，企業間の取引方式にどのような影響を与えているのかについて分析を行っ
　ている。
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た。その上で，納期のフレキシビリティに影響を与える製造現場の生産効率と購買管理の側面か
ら自動車産業と電機産業の比較分析を行った。その結果，「需要予測の精度」と「サプライヤー・
システムの構造」という2つの要因が，とりわけ精緻な購買管理を進める際の障壁として作用し，
そのことが両産業間におけるフレキシビリティの実態相違を生み出していることが示唆された。
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